
２ 対象混合用途施設用 
 

自 転 車 駐 車 場 設 置 届 
 

（あて先） 京  都  市  長 ○○年   ○○月  ○○日 
届出者の住所（法人にあっては，主たる事務所の

所在地） 
 
京都市○○区○○町○○番○○ 

 

届出者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者

名。記名押印又は署名） 
○○株式会社 代表取締役社長 ○○ ○○ ㊞  

電話（○○○）○○○―○○○○   

     
 

 京都市自転車等放置防止条例第１２条の規定により届け出ます。 
対象混

合用途

施設 

施設の 
種 類 

□食 料 品 等 小 売 店 舗 □食料品を取り扱わない小売店舗 □コンビニエンスストア 
□遊 技 場 □銀 行 □飲 食 店 
□病 院 等 □学 習 施 設 □博 物 館 等 
□ス ポ ー ツ 施 設 □郵 便 局 □映 画 館 
□カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス □レ ン タ ル ビ デ オ 店 □官 公 署 

所在地 京都市○○区○○町○○番○○，○○ 

 

区 分 □新設       □基準指数の増加 

新 設 又 は 基 準 指 数 の 増 加 の 完 了 日 ○○年  ○○月  ○○日 

基準指数の増加の場合における当該対象混合用途

施設の設置日 
 

年    月    日 
営業の開始日（基準指数の増加の場合にあっては，

当該基準指数の増加に係る部分における営業の開

始日） 
○○年  ○○月  ○○日 

階 別 
施設 
の種 
類 

小 売 業

又 は 飲

食 店 の

分類 

基準指数

の増加に

係る部分

の施設面

積 

新設後又

は基準指

数の増加

後の施設

面積 

施 設 を 営 む 者 
氏名（法

人にあっ

ては，名

称） 

住所（法人にあって

は，主たる事務所の所

在地） 

権原

の種

類 

1 

食料品

等小売

店舗 

 
 

平方メ

ートル 
 

平方メ

ートル 
４５０．００ 

○○ 

株式会社 

 

京都市○○区○○町

○○番○○ 賃貸 

2 

 
飲食店 焼肉店 

 
３５０．００ 

△△ 

株式会社 

 

京都市○○区○○町

○○番○○ 
賃貸 

 

3～5 

 

カラオケ

ボックス 

 

   

     1,000．00  

 

□□ 

株式会社 

 

京都市○○区○○町

○○番○○ 
賃貸 

計  
 1,800．00 

 

自転車

駐車場 

所 在 地 京都市○○区○○町○○番  

対象混合用途施設の敷地

からの歩行距離 
メートル 
０ 供 用 

開始日   ○年○月○日  
駐 車 
可 能 
台 数 

 ○○台 
（うち原付対応台数

   ○台） 

管 理 者 
氏名（法人にあっては，名称）  

 

住所（法人にあっては，主たる

事務所の所在地）  

注１ 該当する□には，✓印を記入してください。 
 ２ 小売業又は飲食店の分類の欄は，施設の種類が食料品を取り扱わない小売店舗又は飲食店の場合のみ，

記入してください。 
３ 管理者の欄は，管理者が届出者と同じ場合は，記入する必要はありません。 

建物を設置する建物所有者が届出者となります。 

店舗出店者ではありませんので，注意してください。 

複数の土地にまたがる場合は全て記入してください。 

決まっていない場合は，予定で結構です。 

新築時の場合は，記入する必要がありません。 

賃貸，所有等を記入してください。 

レ 

レ 

レ 

レ 

裏面もあります 

出店者が未定の場合は未定と記入してください。 

増床，一部施設の用途変更を行う場合は，こちらにチェックしてください。 

同一敷地内に設置する場合は，０メートルと記入してください。 

管理者が届出者と同じ場合は，氏名欄に「届出者と同じ」

と記入し，住所欄は記入する必要はありません。 

義務台数ではなく設置台数を記入してください。 

駐輪場の供用開始日を記入してください。 

記入例 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指定確認検査機関名 
 

 
 

担当者 連絡先 
 住所又は事務所の所在地 
 
 
 
 氏名 
 
 
 
 電話番号 
  事務所等 
 
  携  帯 

 
 

記入例 

建築確認審査機関名を記入してください。 

設置届の申請に係る担当者（代理人）の方の連絡先を記入してください。 


